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　あけましておめでとうございます。
　2017 年の新春にあたり、謹んで年頭のご挨拶を申し上
げます。

　昨年の車体業界を振り返りますと、国内市場の回復が遅
く委託生産車が前年を下回り、当会特有の非量産車も前年
を若干下回りました。これにより、会員生産台数は一昨年
並みとなりましたが、全体としては概ね計画どおり推移し、
会員の皆様におかれましては負荷の高い状況が継続したも
のと思います。
　昨年 1 月～ 11 月の当会会員生産台数を見ますと、全体
では前年比 95％の 207 万台となりました。その内、委託
生産車を除く当会特有の非量産車は同 99％の 16.2 万台と
5 年ぶりに前年割れとなりました。

　この様な中、当会は「安全対応活動の推進」「環境対応
自主取組みの推進」「中小企業支援活動の推進」「活性化活
動の継続推進」を主要 4 項目と位置づけ皆様のご協力のも
と推進してまいりました。
　「安全対応活動の推進」では、会員の皆様の技術的困り
ごとへの対応に取り組んでおります。その内、可動部品の
申告に関する取扱いについては当会の考え方を自動車技術
総合機構に理解いただき、合意することができました。ま
た、除雪用の空港作業車の連結装置装着容認要望について
は、関係通達の改正に繋げることができました。更に、
2015 年度から取り組んできました安全・安心面でユーザー
の皆さん、及び架装メーカーの両者にとって有益となる経
年品質保証に関し、「架装物の安全点検整備制度」として
2017 年度から運用を開始する見込みです。
　「環境対応自主取組みの推進」では、環境基準適合ラベ
ルの取得推進に取り組んでおります。会員の皆様とのコ
ミュニケーション、更に部会の協力も得ながら個社の課題
解決に一緒に取組む活動もスタートさせ、取得機種は 12
月末現在、昨年度から 5 機種増の 213 機種となりました。
これは会員の皆様のご理解とご協力のおかげであり、お礼
申し上げます。また、ラベルの認知度を向上させ、取得メ
リットを促進するため、環境省「環境ラベル等データベー
ス」へ登録し、製品を選ばれる全てのお客様が閲覧できる
ようにいたしました。また、継続して取り組んでおります、
CO2、VOC、産業廃棄物の削減は、いずれも皆様の協力の
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おかげで目標を達成出来る見込みです。
　「中小企業支援活動の推進」では、税制改正や規制改革
などの各種要望を提出し、その実現に向け関係団体と連携
した取組みを推進しております。また、コンプライアンス
優先経営支援策として、コンプライアンス意識の醸成をサ
ポートする、「コンプライアンスサイト」を当会ホームペー
ジに新設しましたのでご活用願いたいと思います。
　「活性化活動の継続推進」では、2018 年に迎える、当会
の「創立 70 周年」事業を着実に推進しております。そして、
車体業界の認知度向上を図るため、メディアニーズを把握
しながら、プレスリリースの計画的発信を行っております。
　以上のように、皆様のご協力により事業計画は概ね計画
どおり進捗させることができました。

　さて、昨年後半から為替が円安基調に変わり、株価も回
復してまいりました。こうしたことに伴い、国内の景況感
も穏やかに回復しつつあります。海外からの観光客数は
年々増加し目標を上回るペースで推移しており経済へ好影
響を及ぼしております。近年は、従来の観光施設に加え新
たに体験型の観光が盛んになっており、そうした施設の整
備や地域の特徴を活かした取組みが必要となっております。
これらを支えているのは「働くクルマ」に他なりません。
また、これまで取り組んできた社会生活の安全・安心はも
とより、更なる豊かな生活の実現に寄与する「働くクルマ」
の重要性はますます高まってきている状況です。
　一方昨年来、世界経済のグローバル化に懸念を及ぼす動
きが出てきておりますが、地球環境問題をはじめ経済に関
してもグローバルな視点での取組みは不可欠です。国内で
は 2020 年の東京オリンピック・パラリンピック会場の建
設、及びそれに伴うインフラ整備が本格化してまいります。
商用車はこうした社会の変化を支援する役割を担っており、
社会のニーズに対応した車両の投入を図っていくことで国
内需要は昨年並みに推移するものと考えております。

　これからも「会員に喜ばれる、頼りにされる車体工業会」
を目指し活動を更に充実させていく所存ですので、引き続
きご支援、ご協力をお願い申し上げます。
　最後になりますが、会員並びに関係各位のますますのご
繁栄とご多幸を祈念し、新年のご挨拶とさせていただきま
す。
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　平成29年の新春を迎え、謹んでお慶び申し上げます。
　我が国経済は、この 4 年間で名目 GDP は 44 兆
円増加し、国の税収も 15 兆円増えました。雇用は
110 万人近く拡大し、企業収益は過去最高水準を記
録するとともに、3 年連続高水準の賃上げを達成し
ました。この好循環を加速し、日本経済を成長軌道
に乗せていく必要があります。
　特に、少子高齢化に伴う働き手不足等、困難な構
造問題に直面する我が国にとって、イノベーション
を喚起し、企業の生産性向上を促し、競争力の強化
を図っていくことが必要です。
　そのためのひとつの鍵は、第四次産業革命への対
応です。様々な分野において、IoT や AI 等の技術
を用い、新たなビジネスモデルを創出し、これまで
充足されなかったニーズに対応することが可能にな
ります。製造産業局においては、スマート工場や、
自動走行、ロボット・ドローン等を活用した付加価
値の創出を推進します。
　第一に、スマート工場に向けた意欲的な取組みを
支援します。付加価値が「もの」そのものから「サー
ビス」「ソリューション」へ移る中、製造企業は、
単にいい「もの」を作るだけでは生き残れなくなっ
ています。「もの」だけでなく、市場のニーズに応
じた「サービス」「ソリューション」を提供できる「も
のづくり＋（プラス）企業」となることが期待され
ます。製造産業局では、「スマート工場」実証事業
により、企業をまたぐデータ共有により付加価値を
創出する先進事例の創出を図ります。また「スマー
トものづくり応援隊」の体制整備等を進め、中小企
業による第四次産業革命への対応を支援します。昨
年 4 月に共同声明を締結したドイツ等との連携を深
め、国際標準化等の環境整備を進めます。
　第二に、自動走行については、昨年 6 月の「自動
走行ビジネス検討会中間とりまとめ」において、将
来像を共有するとともに、重要な「協調領域」とし

経済産業省製造産業局長

糟谷　敏秀

て地図など 8 分野を定めました。今後、社会実装に
向けて、より具体的な取組みを進めます。トラック
隊列走行の公道実証を開始し、無人自動走行による
移動サービスの具体的な実証場所を選定し、将来の
事業化を見据えた検討を加速します。
　第三に、工場、介護等、多様な現場での活用が期
待されるロボットについては、特に、普及のボトル
ネックとなっているシステムインテグレータの育成
策を強化します。厚生労働省と協力し、介護現場に
おける導入効果を検証し、介護報酬への反映等、導
入円滑化を図ります。また、ドローンについて、性
能評価基準の策定を進めるほか、運航管理システム
の開発に着手します。
　「成長と分配の好循環」を実現させるためには、
賃上げ等の環境整備を進め、アベノミクスの果実を
全国津々浦々に届けていくことが重要です。中小企
業の取引条件を改善するとともに、サプライチェー
ン全体で付加価値を生み出す取組みを進める必要が
あります。
　昨年末、経済産業省では、下請取引の適正化を徹
底するため、下請法の運用基準の改正等を行いまし
た。これらの取組みを先導する業界の方々には、自
主行動計画の策定とその積極的な実施をしていただ
けることになりました。これらの取組みを本年も引
き続き進めます。
　新たな保護主義が蔓延する中、グローバルなビジ
ネス環境整備に向けた努力を続けることが必要です。
自由貿易から最も恩恵を受けてきた我が国として、
経済連携協定を推進するとともに、国際的な過剰供
給問題や乱発される AD（アンチ・ダンピング関税）
や SG（セーフガード）への対応に引き続き全力で
取り組んでまいります。
　末筆ながら、本年の皆様の御健康と御多幸を、そ
して我が国製造業の着実な発展を祈念いたしまして、
新年の御挨拶とさせていただきます。

年頭に寄せて
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経済産業省製造産業局自動車課長

河野　太志

平成29年 年頭所感

　平成29年の新春を迎え、謹んでお慶び申し上げます。

　安倍政権が発足して 4 年が経過し、いわゆるアベ
ノミクスの効果もあり、名目 GDP は 44 兆円増加し、
国の税収も 15 兆円増えました。さらに、雇用は 110
万人拡大し、企業収益は過去最高を記録するととも
に、3 年連続高水準の賃上げを達成するなど、日本
経済はその好循環に向けて着実に進歩しております。
　しかしながら、国内消費支出は低迷し、民間企業
の設備投資は伸び悩むなど、日本経済の好循環実現
はまだ道半ばです。日本の国内新車販売台数も直近
の平成 27 年度 494 万台と前年度を割り込むなど、
厳しい状況でもあります。
　日本経済を成長軌道に乗せていくためには、産業
界の先頭に立って好循環を牽引してきた自動車産業
が、今後もますます発展し、積極的な取組みを継続・
強化していただくことが不可欠です。
　その実現のため、世界の競争を勝ち抜ける技術力
の強化、国内市場の活性化、グローバル市場の獲得
といった課題に対して、皆様方のご協力を得ながら、
全力をあげて対応してまいります。

　第一に、世界中で競争が激しさを増している次世
代自動車、自動走行の分野で、我が国自動車産業が
世界をリードしていけるよう積極的な支援を行って
まいります。次世代自動車については、車両購入補
助、性能向上のための研究開発支援、充電インフラ
や水素ステーション整備への支援を引き続き推進し
ていくとともに、自動走行については、昨年 6 月の
「自動走行ビジネス検討会中間とりまとめ」におい
て、将来像を共有するとともに、重要な「協調領域」
として地図など 8 分野を定めました。今後、社会実
装に向けて、より具体的な取組みを進めます。トラッ
ク隊列走行の公道実証を開始し、無人自動走行によ
る移動サービスの具体的な実証場所を選定し、将来

の事業化を見据えた検討を加速します。

　第二に、国内市場の活性化と消費喚起に関しては、
自動車ユーザーの税負担の更なる軽減に向けて尽力
してまいります。平成 29 年度税制改正では、今年
度末で期限を迎える「エコカー減税」と「グリーン
化特例」について、燃費向上に応じた対象の重点化
を図った上で 2 年間延長いたします。また、与党税
制改正大綱において、「平成 31 年度税制改正までに
自動車の保有に係る税負担の軽減に関し総合的な検
討を行い、必要な措置を講ずる」旨、明記されまし
た。今後も、更なるユーザー負担の軽減が実現でき
るよう最大限努力してまいります。

　第三に、グローバルな取引環境の構築のため、経
済連携を推進してまいります。昨年、国会において
TPP 協定の締結が承認され、関連法案が可決・成
立されました。引き続き、協定の発効を目指し、様々
な機会を通じて、TPP 協定の発効そして自由貿易
の推進に対する、日本の固い決意を世界にしっかり
と発信していきたいと考えております。
　日 EU・EPA については、引き続き、質を確保
しつつ、できる限り早い大枠合意の実現に向けて最
大限の努力を傾注してまいります。

　これらに加え、昨年末、経済産業省では、下請取
引の適正化を徹底するため、下請法の運用基準の改
正等を行いました。これらの取組みを先導する自動
車業界の方々が自主行動計画を策定し、取引の適正
化とサプライチェーン全体での付加価値向上を推し
進めることにより、「成長と分配の好循環」が実現
できるよう粘り強く取り組んでまいります。
　最後になりますが、本年の皆様方のますますのご
発展とご健勝を祈念して、新年の挨拶とさせていた
だきます。
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国土交通省自動車局次長

島　雅之

年　頭　の　辞

平成 29 年の新春を迎えるにあたり、謹んで年頭のご
挨拶を申し上げます。

　国土交通省としましては、国民の安全と安心を守り、
環境と調和のとれた「くるま社会」を実現するという
考えのもと、近年の自動車技術の進展にも対応し、以
下のような自動車技術行政施策の推進に不断の努力を
続けてまいります。

₁．自動車の安全対策の推進に係る施策の展開
　昨年 11 月末の交通事故発生状況は、前年同期と比
較すると発生件数、死者数及び負傷者数のいずれも減
少していますが、依然として深刻な状況です。昨年は、
軽井沢スキーバス事故等の重大事故が発生したほか、
最近は高齢運転者による交通事故が相次いでおり、社
会問題化しております。
　自動車局では、世界一安全な道路交通を実現するべ
く、昨年 3 月に政府として取りまとめた第 10 次交通
安全基本計画に基づき、引き続き、車両の安全対策や
事業用自動車の安全対策など、各種施策を推進してま
いります。

⑴車両安全対策の推進
　車両の安全対策については、第 10 次交通安全基本
計画の策定にあわせ、昨年 6 月に、交通政策審議会自
動車部会として今後の車両安全対策の方向性を取りま
とめました。これに基づき、「平成 32 年までに車両安
全対策により交通事故死者数 1,000 人削減（平成 22
年比）」の目標達成に向けて、車両安全対策を着実に
推進してまいります。
　特に、昨今相次いで発生している高齢運転者による
交通事故については、上記取りまとめにおいて、「先
進安全技術の活用により、人に起因する事故を未然に
防止すること」が新たな視点として位置付けられてい
ることを踏まえ、車両のハード面から更なる対策を早
急に検討してまいります。
　また、当面の安全対策として、ドライバー異常時対
応システムに係るガイドラインを策定したほか、昨年
からは「第 6 期先進安全自動車（ASV）推進計画」
をスタートさせ、引き続き ASV の開発・普及を推進
してまいります。また、「自動車アセスメント」につ
きましても、昨年 4 月より評価を開始した昼間の環境

における対歩行者衝突被害軽減ブレーキに加え、本年
4 月には、車線維持支援制御装置の評価を予定してい
るほか、平成 30 年 1 月より対歩行者衝突被害軽減ブ
レーキの夜間の環境における評価を導入すべく検討を
進めていくこととしており、一層の拡充を図ってまい
ります。
　自動運転技術につきましては、昨年 9 月に長野県軽
井沢で G7 交通大臣会合が開催され、国際的に協調し
た方向性が合意されました。国土交通省においても、
昨年 12 月に「国土交通省自動運転戦略本部」を設置し、
自動運転の実現に向けて、必要な車両の基準などに関
する検討を進めてまいります。

⑵事業用自動車の安全対策の推進
　事業用自動車の安全対策については、何よりも昨年
1 月 15 日の軽井沢スキーバス事故の発生への対応が
掲げられます。国土交通省では、事故の発生を受けて
昨年 6 月にとりまとめられた「安全・安心な貸切バス
の運行を実現するための総合的な対策」について、実
施可能なものから逐次実施に移しているところです。
　具体的にはこれまでに、監査に当たっての処分基準
の厳格化、下限割れ運賃を防止するための通報窓口の
設置等を行っているほか、来年度においては自動ブ
レーキ等の先進安全技術を備えたバス車両の導入を促
進するための予算措置や税制上の優遇措置等、対策に
盛り込まれた各種措置を着実に実施していくこととし
ています。また、貸切バスの事業許可の更新制の導入、
事業者等の欠格事由の拡充、民間指定機関が貸切バス
事業者の巡回指導等を行うための負担金制度の創設、
罰則の強化等を内容とした道路運送法の一部改正法案
が成立し、昨年 12 月から一部施行されています。今
後は、これらの法改正等により整備された新たな制度
的な枠組みをしっかりと実施に移し、対策に魂を入れ
ていくことが何よりも重要だと考えています。国土交
通省としては、悲惨な事故を二度と起こさないという
強い決意のもと、万全の対策を講じるとともに、未実
施の項目についてもできる限り速やかに実施に移して
まいります。

⑶自動車の検査・整備制度
　自動車検査については、検査業務の円滑な処理を阻
害する空予約が日常化しており、検査予約の適正化が
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課題となっています。独立行政法人自動車技術総合機
構において予約システムの改修を行い、架空車両によ
る予約を排除するとともに、自動車検査証の QR コー
ドを活用した、システムへの入力や予約確認の合理化
を図り、検査業務を適正に実施するための環境整備を
進めてまいります。
　無車検車対策については、MOTAS 上車検切れと
なっている車両のユーザーにはがきを送付するほか、
実際に無車検運行している車両を、ナンバー読取装置・
カメラを活用して捕捉し、当該ユーザーへ指導はがき
を送付するなど、無車検車の実態の把握と無車検運行
の是正を図っているところです。新年度は、可搬式の
ナンバー自動読取装置を用いて、警察と連携して行う
街頭検査等の場で無車検車を捕捉し、直接指導を行う
実証実験を行うこととしています。
　検査標章については、平成 16 年に二輪車等のナン
バープレート用と同じサイズにしたところ、視認性が
低下したという意見が寄せられていました。このため、
昨年、有識者等から構成される検討会において検討し、
本年 1 月より一辺を 3cm から 4cm に大きくし、有効
期間の年を数字の配置位置で識別することにより視認
性を向上させた新しい検査標章に変更しました。
　一方、指定整備事業者によるペーパー車検などの不
正事案が依然として発生しており、このような不正行
為はごく一部の事業者によるものではありますが、自
動車の点検整備及び検査制度に対する国民の信頼を損
ないかねない行為であることから、引き続き、指導監
督の徹底を図り、特に悪質な違反に対しては厳正に対
処することとしております。また、認証を取得せずに
分解整備事業を行っている事業者に対する情報収集、
調査及び指導につきましては、地方運輸局と連携を図
り、適切に、かつ、厳正に実施してまいります。

⑷自動車の適切な維持管理
�ユーザーの自己責任による適切な維持管理
　安全で環境との調和のとれた快適な「くるま社会」
の形成のための基本となるのは、ユーザーの自己責
任による自動車の適切な維持管理であり、自動車の
長期使用化がますます進む中、自動車整備業界の
ホームドクターとしての役割は一層重要となってい
ます。本年も、関係各位の協力を得ながら「不正改
造車を排除する運動」を全国的に展開し、不正改造
車の排除に努めるとともに、「自動車点検整備推進
運動」では、ユーザーに対し、点検整備の必要性に
ついてさらに啓発に努めてまいります。
　また、多発しているバス火災事故や車輪脱落事故、
さらに車体腐食による事故の防止に向け、大型車
ユーザーの適切な保守管理の徹底を図ってまいりま
す。
　さらに、一級自動車整備士制度を活用する等によ
り、技術力とユーザーへの説明力の向上及び自動車

整備士の地位向上を図りつつ、自動車整備業の現場
を支える技能人材の確保・育成を推進し、自動車整
備業のより一層の信頼の確保、活性化を図ってまい
ります。

�新技術への対応
　近年の自動車には、より高い環境・安全性能が求
められる中、電気自動車、ハイブリッド自動車ある
いは先進技術を搭載した自動車が増加しています。
これらの自動車や新技術に対応し点検整備を的確に
こなすことが、より一層求められるようになってい
ます。このために必要なのがスキャンツール（外部
診断装置）とそれを使いこなす技能です。国土交通
省としましては、故障を診断し、必要な整備作業を
効率的に行える汎用型のスキャンツールの普及と活
用の促進や、整備要員の技能向上等の人材育成を推
進するため、「自動車整備技術の高度化検討会」に
おいて検討を進めています。昨年は、汎用スキャン
ツールでハイブリッドシステムや衝突被害軽減ブ
レーキに使用されているセンシングデバイス等の故
障診断ができるよう標準仕様案を取りまとめたとこ
ろです。今後、対象システムの拡充に向けて課題を
抽出した上で新たな標準仕様を策定する予定です。
　また、「車載式故障診断装置を活用した点検整備
に係る情報の取扱指針（OBD 告示）」に基づき、点
検整備情報及びスキャンツールの開発に必要となる
情報の提供が随時円滑に行われるよう適切に対応し
てまいります。
　さらに、超高張力鋼板等の新素材の採用等により
車体整備を取り巻く環境が急速に変化していること
から、日本自動車車体整備協同組合連合会及び日本
自動車補修溶接協会と「車体整備の高度化・活性化
に向けた勉強会」を開催し、車体整備業界の今後の
取組の方向性を検討し、平成 27 年 5 月に中間報告
をとりまとめております。引き続き、この取組みの
実現に向けて後押ししてまいります。

�自動車整備の現場を支える技能人材の確保・育成
　自動車の安全・環境の確保を図るためには、自動
車ユーザーが適切に点検整備を実施できる環境整備
が必要であり、その業務に携わる高度な技能、知識
を持った自動車整備士が必要です。このような中、
整備要員の不足は、自動車の安全・環境を支える整
備事業の基盤を揺るがすおそれがあり、早急に背景
や原因に対応した効果的な対策を講じる必要がある
と考えております。
　このため、国土交通省としても、平成 26 年 4 月
に自動車関係 15 団体により設立された「自動車整
備人材確保・育成推進協議会」と協力し、引き続き、
高校訪問などによる整備士の PR や、ポスター等に
よる女性を含めた若者の整備士に対するイメージの
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向上に取り組むとともに、同検討会において実施し
た労働環境・待遇に関する実態調査を踏まえ、今後
も関係者と連携して事業形態・規模等に応じた対策
を検討してまいります。皆様方、業界団体、整備事
業者においても、インターンシップ等の職場体験学
習受け入れ等の取組みを進めていただいているとこ
ろであり、引き続き、自動車整備人材の確保・育成
に向けて、一層ご尽力を賜りたく、よろしくお願い
いたします。

⑸リコールの迅速かつ着実な実施
　自動車のリコール制度については、設計・製作に起
因する不具合を早期に発見し、必要な改修等を行って
確実に事故やトラブルの未然防止を図るため、メー
カー等が適切に不具合情報を収集・分析するとともに
速やかに原因究明を行い、ユーザーの視点に立ってリ
コール届出を行うことが重要です。また、国土交通省
としても、引き続き、「自動車不具合情報ホットライン」
の周知活動の充実に取り組むとともに、独立行政法人
自動車技術総合機構とも連携し、不具合情報の収集と
調査分析を行うほか、リコール監査等の着実な実施に
取り組んでまいります。
　また、タカタ製エアバッグの不具合については、タ
カタ等によるエアバッグ・インフレータ不具合に係る
原因調査において、乾燥剤が入っていないものの中に
ある火薬が、湿気のある状態で長期間の温度変化にさ
らされると劣化することが明らかとなりました。これ
を踏まえ、国土交通省としては、昨年 5 月末、国内の
自動車メーカーによるリコールの拡大スケジュールを
とりまとめ、自動車メーカー等に対し、当該スケジュー
ルを可能な限り前倒してリコールするよう指導しまし
た。この結果、届出されたリコールの総対象台数が、
昨年 11 月末までに延べ 1,733 万台となっております。
本件は安全上極めて重要な問題であることから、今後
とも対応に万全を期してまいります。

⑹型式認証制度の確実な運用
　型式認証業務に関しては、特に、昨年発覚した三菱
自動車工業等による自動車型式指定審査の燃費・排出
ガス試験における不正について、自動車の型式指定審
査の信頼性を根本から損なうだけでなく、わが国の自
動車産業への信頼を傷つけ、自動車ユーザーにも大き
な不信感を与えるものでした。こうした不正行為の抑
止と再発防止を図るため、独立行政法人自動車技術総
合機構による抜き打ちでのデータチェックの導入等審
査方法の改善・厳格化を図るとともに、型式指定審査
における虚偽の申請を法令上明確に禁止し、それに違
反した者を型式指定の効力の停止処分や罰則の対象と
することとしました。さらに、今後は燃費に関する不
正が行われた場合の行政処分や罰則の強化を図る必要
があると考えており、道路運送車両法を改正すること

を含め、これらの内容の具体化により、適正かつ公正
な自動車の審査に努めてまいります。

₂．自動車の環境対策の推進に係る施策の展開
　一昨年のフォルクスワーゲン社によるディーゼル車
排出ガス不正問題の発覚以降、台上での排出ガス試験
時だけでなく、実走行環境における排出ガス低減に向
けた議論が世界的に加速しており、国土交通省として
もその対策について検討を進めております。また、昨
年 11 月に気候変動枠組条約のパリ協定を受諾したの
に先立ち、2030 年度におけるエネルギー起源二酸化
炭素（CO2）排出量を 2013 年度比 25％減とする高い
目標に向けた取組を盛り込んだ地球温暖化対策計画が
昨年 5 月に閣議決定されました。我が国の CO2 排出
量において、運輸部門は約 2 割を占めており、その大
宗は自動車から排出されていることから、自動車分野
の低炭素化に対応する必要があります。
　このような状況を踏まえ、自動車の環境対策を推進
するため、以下の施策に取り組んでまいります。

⑴フォルクスワーゲン社排出ガス不正問題を受けた対応
　一昨年 10 月に環境省と合同で設置した有識者によ
る検討会において、ディーゼル乗用車等の検査方法等
の見直しについて検討を進めており、昨年 4 月の中間
とりまとめにおいて、不正ソフトの検証に加え、実走
行での排出ガスの低減を図るため、路上走行検査を導
入することが必要との提言がなされました。今後、具
体的な検査方法等について検討を進め、今春を目途に
最終とりまとめを行うこととしております。

⑵環境対応車の開発・普及促進
　自動車単体の燃費向上に関しては、重量車の次期燃
費基準の策定、「市街地」「郊外」「高速道路」等走行
環境別の燃費表示制度の創設に向け、昨年 12 月に有
識者による検討委員会を設置し、本年中の取りまとめ
に向け検討を進める等、燃費性能の優れた自動車の更
なる普及を推進してまいります。
　また、低炭素化、排出ガス低減等の観点から、高効
率次世代ディーゼルエンジン、大型液化天然ガス
（LNG）自動車といった次世代大型車関連の技術開発
及び実用化の促進を図るための取組みを進めてまいり
ます。
　さらに、環境性能に優れた車両の普及を図るため、
エコカー減税（自動車重量税、自動車取得税）及びグ
リーン化特例（自動車税、軽自動車税）といった政策
税制や、ハイブリッドトラック・バス、圧縮天然ガス
（CNG）トラック・バス、電気トラック・タクシーに
対する導入補助制度等による支援を推進してまいりま
す。

⑶環境対応車を活用した地域交通のグリーン化
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　地域交通におけるゼロエミッション化を推進するた
め、今年度中に日本で初めて営業運行に導入される燃
料電池バスのほか、燃料電池タクシー、電気バスの導
入等先駆的な取組みを、引き続き積極的に支援してま
いります。また、超小型モビリティについても、これ
までの実証事業の成果を踏まえ今後は本格的な普及を
図っていく方針を昨年整理したところであり、地域振
興・観光促進等を目的とした導入を引き続き支援して
まいります。

⑷自動車排出ガス対策・騒音対策の推進
　新車対策としては、これまでも全ての車種において
世界最高水準の排出ガス規制を実施するとともに、国
際基準への調和を図っているところです。直近では、
デ ィ ー ゼ ル 重 量 車 の 国 際 調 和 排 出 ガ ス 試 験 法
（WHDC）、 二 輪 車 の 国 際 調 和 排 出 ガ ス 試 験 法
（WMTC）、規制値の強化等について、昨年 10 月以降
の新型車の一部から順次適用を開始しております。ま
た、同じく昨年10月に、乗用車等の国際調和排出ガス・
燃費試験法（WLTP）の国内導入に係る基準改正を実
施いたしました。
　使用過程車対策としては、引き続き自動車 NOx・
PM 法による車種規制を着実に進めるとともに、街頭
検査等を通じて不正軽油の使用排除に取り組んでまい
ります。
　また、自動車騒音対策については、昨年 4 月に四輪
車の車外騒音規制について、国際基準の国内導入を行
い、昨年 10 月以降の新型車から適用を開始しており
ます。

₃．自動車の安全・環境基準の国際調和及び認証の相
互承認の推進

　自動車基準・認証分野の国際展開につきましては、
「「日本再興戦略」改訂 2016（平成 28 年 6 月 2 日閣議
決定）」に沿って活動を進め、乗用車をはじめとする
国際基準調和の進捗など着実に成果を上げてきました。
今後、更なる成果を上げるため、本年は以下の施策を
実施してまいります。
　一つ目は、自動運転をはじめとする新技術に関する
国際的な議論の推進です。本年は昨年に引き続き、国
連自動車基準調和世界フォーラム（WP29）下に設置
された「自動運転分科会」等において、日本が議長の
立場として自動運転技術の議論を本格的に進めていく
とともに、自動操舵に関する規則改正をはじめとした
具体的な国際基準の策定を日本が主導していきます。
　二つ目は、国際的な車両認証制度（IWVTA）の運
用開始です。本年は、制度創設に向けて、引き続き官
民が連携して最終化に努める他、乗用車以外のカテゴ
リーへの拡大などの IWVTA の更なる発展に向けた
議論にも積極的に参画してまいります。
　三つ目は、新興国の国連協定への加入促進です。

WP29 を真に国際的な会議体へと変えていくことを目
指します。また、特に、アジア諸国等に対しましては、
交通・環境実態を踏まえた適切な施策の導入等を促進
するための協力をより一層進めてまいります。

₄．自動車情報関連施策の推進
⑴OSSの拡大
　自動車の保有関係手続きをオンラインで一括して行
うワンストップサービス（OSS）につきましては、こ
れまで型式指定車の新車登録手続についてのみが対象
となっておりましたが、いよいよ本年 4 月からは継続
検査や移転・変更登録等にも対象拡大されます。これ
により、自動車ユーザーのみならず、整備事業者の皆
様にも、申請に当たっての事務負担の軽減が図られる
ものと期待しています。対象手続きの拡大にあたりま
しては、申請システムの構築や全国の傘下事業者への
情報提供など、業界の皆様にも多大なご協力をいただ
きました。ここに改めて御礼申し上げます。
　我々自動車局としましては、今後も、関係者の皆様
の声に耳を傾け、かつ、関係機関と連携・協力しなが
ら、OSS の抜本的な拡大・利用者利便性の向上に向
けた取組みを行って参りますので、是非ともこのサー
ビスをご利用いただきたいと存じます。
　また、自動車局におきましては、5 年振りに自動車
検査登録システム（MOTAS）を更改し、本年 1 月 4
日よりその運用を開始します。これにより、災害時対
応力を強化するとともに、各種申請書等（OCRシート）
の汎用紙化なども実施し、更なるユーザーの利便性向
上、業務処理の高度化・効率化を図ってまいります。

⑵図柄入りナンバープレート
　ナンバープレートにつきましては、地域振興や観光
振興の観点から図柄入りのプレートの実施について検
討してきましたが、いよいよ本年からその交付を開始
します。
　具体的には、ラグビーワールドカップ特別仕様ナン
バープレートを本年4月から、東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会特別仕様ナンバープレートを
本年 10 月から交付を開始することとしており、現在、
その円滑な交付に向けた準備を進めています。これら
の特別仕様ナンバープレートの実施にあたりましては、
図柄入りのものを寄付金付きとして交付し、いただい
た寄付金を大会に向けた諸準備に役立てることにして
います。
　自動車局としましては、新車のみならず、既存車に
つきましても交換制度の活用することによりその普及
を図り、国際的なイベントの国民機運の醸成を促進し
たいと考えています。このため、日々の事業活動の中
で自動車ユーザーと直接接しておられる関係業界の皆
様におかれましては、是非ともこの特別仕様ナンバー
プレートの拡大のため、ご協力いただきたいと存じま
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す。
　特別仕様ナンバープレートの普及を契機に、今後予
定している地方版の図柄入りナンバープレートへの理
解を広げ、導入地域の拡大につなげてまいります。

⑶自動車関連情報の利活用
　自動車関連情報の利活用については、平成 27 年 1
月に策定した「自動車関連情報の利活用に関する将来
ビジョン」を踏まえ、①安全 OBD に対応したスキャ
ンツールの共通化、②テレマティクス等を活用した新
たな保険サービスによる安全運転の促進、③トレーサ
ビリティ・サービスの展開による自動車流通市場の活
性化、④検査と整備の高度化・効率化の4つの重点テー
マについて、2020 年頃までに新サービスの実現等を
目指し、自動車関連情報の利活用を推進していくため
の環境整備を図るため、それぞれのテーマについて効
果検証や情報の取扱指針の検討等を行っているところ
です。
　テレマティクス等を活用した新たな保険サービスに
よる安全運転の促進については、まずは事業用自動車
への新たな保険サービスの導入に向け、関係団体等と
連携して啓発活動の実施を進めてまいります。
　トレーサビリティ・サービスの展開による自動車流
通市場の活性化については、自動車の外見だけでは判

断できない点検・整備の履歴情報を収集し、それを「見
える化」するための仕組みについて効果の検証や情報
の取扱指針の検討等を進めてまいります。

₅．生産性の向上
　中小企業等経営強化法に基づき、自動車整備業及び
貨物自動車運送事業を営む中小企業者等に対して、経
営強化（生産性向上）に関する事業分野別指針を昨年
7 月 1 日に策定しました。本指針に基づき経営力向上
計画を策定し認定を受けると、固定資産税の軽減（機
械装置購入につき 3 年間 1/2 軽減）や金融支援を受け
ることができます。なお、事業分野別経営力向上推進
機関として、普及啓発及び研修等の実施を行うため日
本自動車整備振興会連合会及び全日本トラック協会を
認定しております。
　こうした取組みにより、関係団体等と連携しながら
自動車業界の生産性の向上を推進してまいります。

　これらの諸施策の実行にあたっては、国民各位、関
係者の皆様のご理解ご協力が不可決です。本年も、自
動車技術行政に格別のご支援とご協力を賜りますよう
お願いしますとともに、皆様にとって明るい年となる
よう祈念しましてご挨拶といたします。


